
（単位：円）

貸借対照表計上額 時 価 差 額

 投資有価証券
満期保有目的の債券
地方債 7100000000 6917130000  182870000

ｂ．退職給付債務及び年金資産と貸借対照表に計上された退職給付引当金及び前払年金費用の調
整表

（単位：円）

退職一時金 退職共済年金等
に係る整理資源 合 計

非積立型制度の未積立退職給付債
務

7413503187 454535113 7868038300

未認識数理計算上の差異 742356231 91619083 833975314
未認識過去勤務費用 658381249


0


658381249


貸借対照表に計上された負債と資
産の純額

8814240667


546154196


9360394863


退職給付引当金 8814240667 546154196 9360394863
前払年金費用 0


0


0


貸借対照表に計上された負債と資
産の純額

8814240667


546154196


9360394863


ｃ．退職給付に関連する損益
（単位：円）

退職一時金 退職共済年金等
に係る整理資源 合 計

勤務費用 302298080 0 302298080
利息費用 109225873 0 109225873
数理計算上の差異の当期の費用処
理額（は費用の減額）

 67960315  30539693  98500008

過去勤務費用の当期の費用処理額
（は費用の減額）

 198385765


0


 198385765


合計 145177873


 30539693


114638180

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金融商品関係
１．金融商品の状況に関する事項
当法人は、独立行政法人通則法第47条の規定等に基づき、余裕金の運用については預金、国債、
地方債、政府保証債及び譲渡性預金に限定しており、有価証券及び投資有価証券については、地
方債及び譲渡性預金のみを保有しており、株式等については保有しておりません。
２．金融商品の時価等に関する事項
期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりです。なお、
現金は注記を省略しており、預金、有価証券、売掛金、未収金、買掛金及び未払金は短期間で決
済されるため時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略しております。

 時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明
金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下
の三つのレベルに分類しております。
レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により

算定した時価
レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを

用いて算定した時価
レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価
時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのイン

プットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価
を分類しております。
投資有価証券の時価については、レベル１の時価に分類しております。

退職給付関係
 採用している退職給付制度の概要
当法人は、役職員の退職給付に充てるため、非積立型の確定給付制度及び国家公務員共済組合
法の退職等年金給付制度を採用しております。
退職一時金制度（非積立型制度である。）では、退職給付として、給与と勤務期間に基づいた一
時金を支給しております。
また、当法人の退職給付債務には、退職共済年金等に係る整理資源が含まれております。

 確定給付制度
ａ．退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表

（単位：円）

退職一時金 退職共済年金等
に係る整理資源 合 計

期首における退職給付債務 7295549693 548876113 7844425806
勤務費用 302298080 0 302298080
利息費用 109225873 0 109225873
数理計算上の差異の当期発生額  168548322 0  168548322

退職給付の支払額  125022137  94341000  219363137
過去勤務費用の当期発生額 0

        

0

        

0

        

期末における退職給付債務 7413503187

        

454535113

        

7868038300

        

 当法人が支払った退職一時金に係る引当金125022137円のうち、造幣局法附則第４条第
２項に規定する造幣局がその成立した日において有することとなったものの額は43498000
円です。

ｄ．数理計算上の計算基礎に関する事項
期末における主要な数理計算上の計算基礎
割引率 退職一時金に係る債務 15％

整理資源に係る債務 42～46％
 退職等年金給付制度
当法人の退職等年金給付制度への要拠出額は、43749246円であります。

収益認識関係
 収益の分解情報
当法人の一定の事業等のまとまりごとの区分は、貨幣製造事業及びその他の事業であり、各事
業の主な製品は、本邦貨幣、貨幣セット・勲章・褒章・記章及び金属工芸品であります。
上記に係る一定の事業等のまとまりごとの区分における収益は、28252886569円、

20255102007円であります。




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